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研究ノート

東南アジア地域の成長企業分析
―OLI，Uppsala，LLLモデル―

高 垣 行 男
要旨

企業の国際化の議論は，折衷パラダイム，Uppsalaモデル，LLL（linkage,
leverage and learning）モデル等が分析フレームワークとして検討されて実証
研究の蓄積がされている。折衷パラダイムは先進工業国の製造業を対象とした
議論を基礎とし，地理的な進出を含めた国際化が対象となっていた。北欧では
Uppsalaモデルが地域特性と文化的な距離に注目している。アジアでは日本に
続いて四小龍（韓国，台湾，香港，シンガポール），中国などの発展が目覚ま
しかった。このような国々の多国籍企業に適用できるような分析フレームワー
クとしてLLLモデルが提唱された。そしてASEAN諸国では経済発展が目覚ま
しく華人経営のコングロマリットによる多国籍化が進行している。

高垣（２０２２）では，LLLモデルが分析対象としている極東地域のキャッチアッ
プ企業についての議論を折衷パラダイムに導入する可能性の検討を試みた。本
論ではASEAN諸国の華人企業を対象として文化的な近接性を考慮している
Uppsalaモデルを用いた分析を試みるものである。

ここでケースバイケースとも言える地域特有の分析モデルで良いのか，さら
に最近の新しいトレンドである製造業以外の国際化やBGC（Born Global Com-
pany）を包含できそうな統合モデルが必要ではなかろうか。今後の課題とし
て統合モデルへの示唆を得ることを目的としている。

キーワード
折衷パラダイム，Uppsalaモデル，LLL（linkage, leverage and learning）モ
デル，華人経営のコングロマリット
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１．ASEANのダイナミズム

⑴ 華人経済圏
ASEAN諸国では２０００年ごろから経済発展が目覚ましく，その中で，華人経

営のコングロマリットによる多国籍化が進行している。かっては日本を先頭に，
アジアの四小龍と呼ばれた韓国，台湾，香港およびシンガポールがつづき，マ
レーシア，タイ，インドネシアなどASEAN諸国がその後に従う雁行の形を
とっていた。アジア経済圏は，華人経済圏とも呼ばれており今までの認識を根
底から覆えしはじめている。

１９９０年代後半から２０００年代になって中国の経済発展とともに，香港，台湾，
シンガポールの経済発展が注目された。これらの地域は，華人が経済に強い影
響力を持っており最近は中国との結節点の役目も果たしている。華僑とは，元
の国籍，つまり中国籍を今も保有している人のことで，現地の国籍のみを有し
ている人を華人と呼ぶが，本論では華僑・華人の両方の企業を含めて華人企業
とする。世界には約６，０００万人の華僑・華人がいて，このうち４，０００万人が東南
アジアで暮らしている。

華人の人口の絶対数では，インドネシアが多いが，同国は総人口も約２．５億
人と多いために，華人比率は３％強の水準になっている。アセアンでは，元々，
華人系住民が中心となって建国したシンガポールを除けば，マレーシアの２割
強，タイの１割強が多いものの，その他諸国では１―３％程度である。このよ
うに人口比では多くのASEAN諸国で少数派の華人であるが，その経済力は，
各国の経済の７―９割を占めるとしばしば表現されるように大きな影響力を持
つ。

彼らの経済への影響力は，例えば，インドネシアにおいて華人人口は全体の
５％と少ないにも関わらずGDPへの貢献度は５０％，タイの華人人口は１４％だ
がGDPへの貢献度は７０％に達するといわれている。華人の人口や経済力に関
する正確なデータを入手することは困難であるが，約６，０００万人と推定されて
おり，６，０００万人は人口で世界２５位前後の国の規模に相当する。経済面でいえ
ば，先進国並みの影響力を持ち，世界８位前後の実力がある。その資産規模は
２兆５，０００億ドル（約２８０兆円）以上と推定されている。
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⑵ 華 人 企 業
東南アジアを代表する大手の華人企業は，創業から１００年のタイのチャロ

ン・ポカパン（CP）グループで，売り上げ規模で６３０億ドル（２０１８年）である。
ASEAN諸国で最大の人口を誇る大国インドネシアの華人企業を２社挙げる

と，シナルマスとサリムである。
華人企業の強みは，ネットワークに支えられた情報力といえる。世界各地に

「中華総商会」という経済団体を組織しており，日本でも１９９９年に設立してい
る。新たな組織化も進んでおり，シンガポールのリー・クアンユー元首相の提
唱で始まった「世界華商大会」も定期的に開催している。華人には，中国での
一族の出身地域ごとに集まる「幇（バン）」など，華人同士で情報共有しよう
とする。東南アジアの華人企業が中国に進出する際は，発展する都市群の特徴
や成長性を見極めて進出するなど，情報力を生かしている。情報はお金になる。
お金より重要なのが信用・情報である。知識は，奪われたりしないので子弟の
学校教育に熱心で投資もする。信頼できる情報に対して貪欲になり情報を事業
の判断に役立てる。その判断を下す「意思決定力」も強みと言える。

成功している華僑系の企業に共通して言えることは，中国人のビジネス形態，
海外華人のネットワークの根幹となる儒教に対する価値観の分析，台湾，香港
の華人系企業に関する分析等，中華社会の生態に関する考察（王効平，２００１）
がある。

華人系財閥の発展には桂木（２０１５）によると，①過去の華僑排斥から学んだ
創氏改名，②政府を味方にする，③利益は再投資するという，３つのキーセン
テンスが見出せる。

創業後５０年から７０年ぐらいの企業が多くて家族経営の中堅・中小企業で売上
規模は１００億から数１００億ドルである。

米Forbs誌による世界の大富豪（保有資産が１０億ドル以上，２，０４３名）のラ
ンキングから，在ASEANの華人のプレゼンスを見ると３２名の華人が世界の
１，０００位以内に入っており，その数は，日本の１５名，韓国の１２名を大きく上
回っている。

香港，マカオ，台湾の中華圏を除き，企業数，資産規模ベースで，華人企業
が最も集中しているのは東南アジアであり，主にマレーシア，シンガポール，
タイ，フィリピン，インドネシアの５カ国に集中している。
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資産規模上位１００社の企業の業種は，世界華人企業発展報告（２０１７）による
と，金融（３３社），小売り（２２社），レジャー（１１社），農業（１１社），通信（８
社），不動産（７社），電力（４社），製造業（４社）である。製造業が多くな
くハイテク関連企業が少ない。これはハイテク事業への投資には，高い技術力
と膨大な資金が必要であること，また，東南アジアの華人企業の多くが世代交
代の過程にあり，伝統的な産業が構成上で多くなるものとみられる。

１９９０年代以降，東南アジアの華人企業は事業の多角化，グローバル化のため，
積極的に海外進出に乗り出し，特に，高度成長期にある中国への投資事例から
見ると，金融，不動産，小売り，農業，レジャーなど多分野にわたり，特に，
不動産，小売り関連の投資例が多くて１９９０年代以降の対中直接投資が急増して
いるのは，華人企業の集中しているマレーシア，シンガポール，タイ，フィリ
ピン，インドネシアの華人企業の業種と一致しており，華人企業の投資がけん
引しているためとも考えられる。

⑶ アジアの経済発展と代表的な企業
アジアの経済発展とともに誕生した代表的企業について，岩崎（２００３）では

５社を掲げている。韓国の三星（サムスン），台湾の宏碁（エイサー），インド
ネシアのサリム，タイのバンコク銀行，マレーシアのクオックである。各国に
特有な政治，経済，社会構造との関連で捉えながら，アジア企業家の実像を描
いている。このうちASEAN諸国では，インドネシア，タイ，マレーシアであ
る。韓国のサムスンは，国家の発展を先導した財閥であり，経営者像は高垣
（２０１５）で取り上げている。台湾のエイサーは，パソコンの成長企業であり高
垣（２０１５）で取り上げており，さらにLLLモデルの分析対象であり高垣（２０２２）
を参照されたい。

ASEANの代表的な華人企業は表１に示すとおりである。表は各国ごとに資
産規模が上位３位の起業をリストアップしている。フィリピンが２社となって
いるのはサンミゲルが日本企業の傘下に入ったことによる。製造業が多くなく
ハイテク関連企業が少ない。ASEAN上位１００社だと前述のとおり資産規模上
位１００社の企業の業種は，金融（３３社），小売り（２２社），レジャー（１１社），農
業（１１社），通信（８社），不動産（７社），電力（４社），製造業（４社）である。

タイのバンコク銀行は，創業者チンが築いた東南アジア有数の銀行である。
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TCCグループは酒造である。チヤロン・ポカバン・グループは農産物や小売
りと電信である。

フィリピンのSMグループは小売業，ジュリビーはファストフードである。
マレーシアのライオン・グループは小売，クオック・グループはホテルと製

糖，ホンリュン・グループは不動産と金融である。マレーシアのクオックは，
ロバート・クオック（郭鶴年）が父の創業した会社を，マレー国家と華人世界
のはざまで大きくして，食料品，運輸，そしてホテル事業を大きくした。

シンガポールのオーバーシーズ・チャイニーズ銀行は金融，オシム・イン
ターナショナルは健康機器と紅茶，ウィルマーインターナショナルは農産物加
工と食品である。

インドネシアのサリム・グループは食品と自動車である。シナルマス・グ
ループは食用油と製紙業で大グループ化した。リッポー・グループは不動産と

表１ ASEANの代表的な華人企業

会 社 名 本拠地 コア事業

バンコク銀行（Bangkok Bank） タイ 金融

TCCグループ（TCC Group） タイ 酒造

チャロン・ポカパン・グループ（Charoen Pokphand Group） タイ 農産物，小売り，電信

SMグループ（SM Group） フィリピン 小売り

ジョリビー（Jollibee Group） フィリピン ファストフード

ライオン・グループ（Lion Group） マレーシア 小売り

クオック・グループ（Kuok Group） マレーシア ホテル，製糖

ホンリョン・グループ（HongLeong Group） マレーシア 不動産，金融

オーバーシー・チャイニーズ銀行（Bank Of Overseas Chinese） シンガポール 金融

オシム・インターナショナル（OSIM International） シンガポール 健康器具，紅茶

ウィルマーインターナショナル（Wilmar International） シンガポール 農産品加工，食品

サリム・グループ（Salim Group） インドネシア 食品，自動車

シナルマス・グループ（Sinar Mas Group） インドネシア 製紙，食用油，不動産，
金融，鉱山，建設

リッポー・グループ（Lippo Group） インドネシア 不動産，金融

出所：三井物産戦略研究所（２０１８）「華人企業の動向」図表２を修正。
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金融である。サリム（SALIM）の創業者はスドノであるが，政府との関係が
密接で政商と言われ巨大なコングロマリット化した。

サリムは１９９０年代，福建省の福清市に進出している。不動産開発を手掛けた。
その後，２００４年に内モンゴルで牛乳事業を，２００８年のリーマン・ショック後に
石炭会社を買収して利益を確保したうえで２０１１年に売却している。三男アンソ
ニー（Anthony，中国名は林逢生）が２０１３年２月，所有していた日産やスズキ
の現地合弁パートナーであるインドモービルの株式を買い戻して筆頭株主とな
り，また，民間銀行最大手に成長したBCA（バンク・セントラル・アジア）
を含む株式も幾分か取得して復活を果たしている。

シナルマスグループは，製紙業であり，１９９０年代に浙江省の寧波に進出して
いる。北京大学に留学していた２代目社長が環境政策を推進しながら，中国本
土で製紙業に取り組んだ。寧波の港は中国一になっているが発展性が高い二級
都市を最初に選んだ。さらに，製紙業の中国国内の成功を足掛かりにして，寧
波に銀行を設立している。

各グループの所属企業には，非上場の企業も数多く，特に各グループの所
有・経営に大きな役割を果たす企業（華人の家族でグループを支配）の状況が
把握できないケースが多い。

⑷ 新 興 企 業
華人企業の新興企業は，北米にはハイテク関連の華人企業が多く，欧州，豪

州，アフリカでは，飲食，小売り，不動産分野で活躍する華人企業が多い。世
界的に見れば，最もプレゼンスが高いのは中国と地理的に近い東南アジアの華
人企業である。

市場の消費者，生活者ニーズに対して敏感で急成長している新たなデジタル
サービスを提供する企業などで共通する部分がある。配車アプリのシンガポー
ルのグラブやインドネシアのゴジェックなどである。ハイテク技術を駆使した
サービスを提供ではなく，既存の技術を利用しながら，生活者の不便を解消し
て伸びている。

⑸ 日本企業とのつながり
日本企業の合弁・提携先のパートナーが華人企業の事例は非常に多い。日本
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の大手コンビニエンスストアは，平賀（２０１７b）によると華人系企業グループ
との合弁・提携を行っている。
① セブン・イレブン（セブン＆アイ・ホールディングス）：タイのCPグルー

プ，マレーシアのベルジャヤ・グループ
② ファミリーマート：タイのセントラル・グループ，フィリピンのルスタ

ン・グループ，インドネシアのウィングス・グループ
③ ローソン：タイのサハ・グループなど。

２．先 行 研 究

２．１ 折衷パラダイム
「折衷パラダイム」は，所有（Ownership），立地（Location），内部化（Inter-

nalization）の３つの優位からなる（Dunning, １９７７, １９７９a, b, １９８０, １９８１, １９８８,
１９９１, １９９３, １９９５, １９９７, １９９８, ２０００, ２００１, ２００２, ２００６a, b; Dunning and Lundan,
２００８a, b, ２０１０）。これらは，企業が多国籍化しようとする意思決定に際して，
その基礎をなす潜在的な優位性の源泉である。３つの頭文字から「OLIパラダ
イム」とも呼ばれる。

ある企業は国際ビジネスに参入して多国籍企業（MNE： Multinational En-
terprises）なるのに，なぜ別の企業はそうではないのかという問いに答えよう
としている。MNEとなる企業はその企業が所有するところの特有な優位性
（O）を保持しており，これが外国で活動するときに生じるコストをカバーす
るのでライバルに打ち勝つことができる。立地（Ｌ）優位性は，MNEがどこ
に立地するのが有利なのかという問いに答えようとしている。そして，内部化
（Ｉ）優位は，企業が外国市場参入において他の選択肢（輸出，ライセンシン
グなど）があるにもかかわらず，子会社を保有するという外国直接投資（FDI：
Foreign Direct Investment）を選択する理由に答えようとしている。

折衷パラダイムの全体的な説明として，ダニング（Dunning）自身による数々
の著作を概観すべきであるが，カントウェル編著（Cantwell et al., ２０１５）がこ
れに最もふさわしい。高垣（２０２２）では，同書をベースにして折衷パラダイム
の概観を行っており，詳細については参照願いたい。
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２．２ LLL（linkage, leverage and learning）モデル
高垣（２０２２）では，台湾のエイサーなど新興工業国からの多国籍企業（DM：

Dragon Multinational）における独特の戦略を理解する方法として，２１世紀初
頭に提供されたLLLモデル（Mathews,２００２,２００６）を紹介した。これらの企
業や中国，インド，ブラジルなどの国々における出発地が世界経済において重
要性を増すにつれて，LLLモデルの適用範囲が広がっている。LLLはOLIのミ
クロ経済推論に代わる戦略的枠組みとしてではなく，OLIの時代を超越した洞
察を，グローバル化した経済のプレーヤーになろうとしていた後発企業の戦略
的枠組みで補完する方法として見ることが出来る。

リンケージとレバレッジによって推進される後発者のラーニング（学習）と，
これらの企業がグローバルリーダーと同等に先んじることを可能にする自律的
な能力の開発を区別する必要性など，改良が現れている。しかし，組織学習に
関する研究の中にLLL推論の概念を統合することができない。戦略的枠組みと
してのLLLの基本的な特徴は依然として残っている。DMの研究が今後OLIの
フレームワークの中で強化されることが期待できる。

高垣（２０２２）で，LLLと折衷パラダイムとの比較を行っているので，詳細に
ついては参照願いたい。

２．３ ウプサラ（Uppsala）モデル
ウプサラモデルは国際ビジネス（IB）研究で最も議論されている動的理論

の１つである。OLIが静的な分析に留まるなかで，企業の国際化のプロセスを
動的に説明する研究に影響を与えてきた。

北欧スウェーデンのウプサラ（Uppsala）大学の研究者たち（Johanson and
Wiedersheim-Paul, １９７５; Johanson and Vahlne, １９７７, １９９０）は国際的な関与を
説明している。彼らは当時のIB研究研究では企業が国際的な活動を行う中で
「文化の違い」を軽視しており「内部基盤」を無視していると考えた。国際化
において連続的なステップが存在しこれを説明するために独自のウプサラモデ
ル（Johanson and Vahlne, １９７７; １９９０）を提唱した。彼らの研究はスウェーデ
ンの製造業４社に対する経験的観察に基づいており，Penrose（１９５９），サイ
ヤートとマーチ（Cyert and March,１９６３），アハロニ（Aharoni,１９６６），バー
ノン（Vernon,１９６６）などの研究の影響を受けている。
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運営モード
散発的な輸出 独立の代理人 国外販売子会社 国外生産・

販売子会社

FDI（外国直接投資）

市場コミットメントの強化

国際化の進展

地
理
的
統
合
の
増
加

市場（国）

市場A

市場B

市場C

市場D

市場N

…
…

ウプサラモデルは，企業の状況，市場，市場知識とは無関係に国際市場に参
入に至る４つのステップを提示している（Hollensen２００７）。

彼らは観察から，第一に，企業は精神的に近くの市場で彼らの事業拡大を開
始することがわかった。企業は当該市場の知識を深め，自らの資源（リソース）
の管理を行う。そして徐々に企業は経験豊富になり，さらに良い資源（リソー
ス）を獲得すると，以前よりも遠くの市場（遠隔市場）に拡大する。遠隔市場
とは，文化的な距離と，言語，政治，地理的な違い，市場から知識や情報を得
ることの難しさの両方を指す。

第二に，企業は外国に直接投資（販売子会社，そして生産子会社を設立）す
る前に輸出を通じて新しい市場に参入している。

彼らの研究では，「市場知識」と「市場コミットメント」の相互依存性につ
いてアハロニ（Aharoni,１９６６）を参考にしており，市場知識とコミットメン
ト決定との間の正の相関関係を示すマトリックスモデル（図２）を使って市場
活動の逐次的な発展と市場コミットメントとの正の相関を強調している。この
モデルの核心は，市場知識の増加が市場のコミットメントの増加につながり，
その逆も同様である（Anderson,１９９３）。

このモデルは一般的な知識と特定の知識を区別している。前者は，海外市場
での運用に関する知識であり，ある市場から別の市場に簡単に移行できる。一

出所：Forsgren and Johanson（１９７５）より
図１ ウプサラ（Uppsala）モデル企業の国際化
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市場知識 コミットメントの決定

現在の活動市場のコミットメント

方，特定の市場に限定される特定な知識は，その市場での特定の活動なしには
達成できず，この知識を他の市場で使用することは困難である。

３．ウプサラモデルによる分析と結果

３．１ 分析対象企業
表１の華人企業の中からウプサラモデルを用いて分析するわけであるが，候

補の企業として「国際ビジネス」を行っていること，「製造業」であることを
条件にして，コングロマリットによくある「事業転売」を国内で頻繁に行って
いないことを加えて，インドネシアのシマルナスグループを対象とすることに
した。

シマルナスグループは，食用油と製紙業を軸に一代で大グループになった。
企業プロフィールを表２に示す。

シナルマスグループは，中国南部の福建省泉州市出身で１９２３年生まれのエ
カ・チプタ・ウィジャヤ（Eka Tjipta Widjaya）により１９７０年に設立された。
９歳でインドネシアに両親と共に移住したエカは，裕福な家庭の生まれではな
かったという。

シナルマスは世界でも最大級のパームプランテーションを用いたパーム油や
ココナッツ油などを用いた食用油の生産を手掛ける。最大の事業は国産木材を
使った製紙業である。同社傘下のアジア・パルプ＆ペーパー（APP）はイン
ドネシアの紙出荷量の７割である。これにより，エカは一代でインドネシア有
数の大企業を興した。

出所：Forsgren and Johanson（１９７５）より
図２ 国際化の基本―状態と変更の側面（Uppsalモデル）
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シナルマスグループの発祥は，パームプランテーションであり，そこから製
紙業に参入してこの２つが中核ビジネスとなっている。

１９９６年に設立されたシンガポールに本拠を置くゴールデン・アグリ・リソー
シーズ（Golden Agri Resources）がアブラヤシ農園運営会社となっている。
シンガポール証券取引所に上場している。シナルマスグループの中核会社とし
てウィジャヤ家（Widjaja Family）の資産管理会社であるFlambo International
社が約５０％の持分を保有している。子会社であるPT SMART社やPT Dami
Mas Sejahtera社を通じてパーム油農園の運営から流通・販売までを行ってお
り，パーム油の輸送も自前で行っている。

パームは種をまいた後，約３０か月で実をつけ始め，約３６か月で収穫可能とな
る。７～１８年がパーム実の収穫量のピークで，約２５年が寿命となる。１ヘク
タール当り，１８－３０トンのパームの実が収穫できる。収穫されたパームの実
（Fresh Fruit Bunch，FFB）は，真ん中の白いKernel（種）とRed Fruit（実）

表２ シナルマスグループ（１９７０年創業）

ロゴマーク

創業者

中核事業

傘下法人
・出資先

エカ・チプタ・ウィジャヤ（Eka Tjipta Widjaya，黄奕聡）

製紙，食用油，不動産，金融，鉱山，建設

製紙
アジア・パルプ＆ペーパー……アジア最大の製紙会社。子会社２社

食用油
ゴールデン・アグリ・リソーシーズ……パームプランテーションで
は世界で２位の規模を持つ

不動産開発
シナルマス・ランド……国内最大の不動産デベロッパー，傘下に
BSDCITY，ショッピングモールのプラザ・インドネシアを持つ

金融
シナルマス・マルチアルサ……バンク・シナルマスなど

鉱山開発
ディアン・スワスタディカ・セントサ……火力発電や炭鉱開発

建設関連
HKCホールディングス……建築会社

出所：筆者作成
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に分かれ，両方の部分からパーム油が取れる。種からとれた油をPalm Kernel
Oil（パームカーネル油）といい，マーガリンやセッケンの原料となる。実か
らとれた油はレッドパームオイルとして食用となる。

２０２０年のパーム油の生産量は７５．４５百万トンで，２０１６年の同業界の市場規模
は６５７億ドルで，２０２１年にかけて年平均７．２％での成長が見込まれる。２０１９年の
パーム油業界の市場シェアは，３位はゴールデン・アグリ・リソーシーズ
（３．１８％）で，１位がFGV（マレーシア政府系のフェルダ・グローバル・ベ
ンチャーズ社３．９８％），２位がサイムダービー（マレーシア３．３１％），ある。

パームオイルは栽培上の気候条件が東南アジアに限定されること，隣国のマ
レーシアはパームプランテーションの中心であり，海外ビジネスは製紙業に特
化したものと想定できる。

これらの他に，不動産開発にも積極的に乗り出している。シナルマス・ラン
ドは国内でも最大級のデベロッパーで，工業団地の運営を双日と推し進めてい
るほか，イオンモールのインドネシア１号店があるBSD（ブミ・スルポン・ダ
マイ）地区一帯の開発も手掛けている。

金融サービスでは，シナルマス・マルチアルサを持ち株会社とし，傘下にリ
テール銀行のバンク・シナルマスをはじめ，三井住友海上保険とともにシナル
マスMSIGを設立している。そのほか，消費者金融，生保事業を手掛ける。自
動車購入者向けファイナンス事業では，住友商事と合弁を組んでいる。

３．２ ウプサラモデルによる分析結果
シナルマスグループの発祥は，前述のように，パームプランテーションであ

り，そこから製紙業に参入してこの２つが中核ビジネスとなっている。分析は
製紙業に対して行ったが表３に示した。

表３ シナルマス（製紙業）に対するウプサラモデルでの分析

散発的な輸出 本拠：インドネシア（製造・販売） 市場：東南アジア

代理店経由輸出 本拠：インドネシア（製造・販売） 市場：東南アジア＋中国本土

海外販売子会社 本拠：インドネシア（製造・販売） 市場：中国 寧波→中国国内

外国生産＋外国製造子会社。 本拠：インドネシア（製造・販売） 中国で製造・販売

出所：筆者作成
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製紙業として，１９９０年代に浙江省の寧波に進出している。北京大学に留学し
ていた２代目社長が「木を１本切ったら，６本植える」という環境政策を推進
しながら，中国本土で製紙業に取り組んだ。寧波の港は中国一になっているが
発展性が高い二級都市を最初に選んだ。

さらに，製紙業の成功を足掛かりにして，寧波に銀行を設立している。
中国で製紙と林業会社をそれぞれ２０社持っているほか，上海，寧波，瀋陽，

成都で不動産開発も行っており，寧波国際商業銀行も設立した。対中投資総額
１００億ドルを超える。

３．３ 比較参考として折衷モデルによる分析
シマルナスグループに対する折衷パラダイム（OLI）による分析を表４に示す。
折衷パラダイムはある特定の時期における分析であり，時々刻々と成長を続

ける華人企業に対しては，表４を何枚か作らないと表現できない。

３．４ 結 果
インドネシアのシマルナスの製紙ビジネスに関して，ウプサラモデルと折衷

パラダイムの双方で定性的な分析をした。一つの事例に対する２つの分析であ
ることから双方の特徴がわかった。

ウプサラモデルは先行研究では定量分析によるものが多いが，定性的な事例
分析にも適用可能であることがわかった。なお，国際ビジネスの選択肢を固定
してしまっていることから，製造業に限定され，ライセンシングや提携などほ
かの選択肢が議論しずらい。今回の分析対象が多数の国々を事業対象としてい
ないことから，次々と対象国を広げていく過程を取り扱えなかった。

折衷パラダイムについても同様である。

４．考察：ウプサラモデルの限界

４．１ モデルの基本的な不備
ウプサラモデルは，企業の国際化プロセスの理解を広げるのに大きく貢献し

てきた。このモデルでは，「企業の学習」がベースとなっており，どの企業も
始めは距離的に近い国，進出形態としてはライセシングといったような形態を
とり徐々に拡大していくと説明される。その中で組織がどのように学習し，学
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習が企業の国際展開に与える影響を説明している。企業の国際化プロセスが輸
出から国外での会社の設立（直接投資）まで段階的に行われることを説明できる。

ところが，２０００年以降のビジネス環境の変化と理論の発展への影響を考慮す
る前であっても，モデル自体は，全体的な国際化プロセスを元の分析単位とし
て記述するためのいくつかの基本的な不備に苦しんでいる。

例えば，計量分析しようとするとき，説明変数は経営インセンティブとその
意思決定への影響をあまり考慮していない。市場参入の連続した４つのステッ
プを導入するとき，比較的リスクの低い市場参入であると考えられる「フラン
チャイズ」，「ライセンス」，「戦略的提携」を無視してしまっている（Doole and

表４ 折衷パラダイムによる分析

一般的な説明（製造業を想定） シナルマスグループ 製紙業

所有の優位性
（Ownership
Advantage）

①研究開発に伴う知的財産権
②経営管理，マーケティングなど

企業の組織にかかわるスキル
③製品の差別化，トレードマーク，

ブランドネーム
④規模の経済にかかわる企業のサ

イズ
⑤設備の最小効率サイズなど

①開発拠点
②創業者のビジョン
③自社保有の森林を活用
④自社工場の生産ロット大
⑤国内と海外販売の知識

立地の優位性
（Location Advantage）
〈所有の優位性と
の組み合わせ〉

①天然資源・人工的に創出された
資源の賦存，国際的な輸送・コ
ミュニケーション費，関税・非
関税障壁，投資インセンティブ，
インフラ，技術基盤などの供給
側の要素

②市場規模や所得規模，消費者の
嗜好，成長率，発展段階などの
需要側の要素。

③各国に存在するイデオロギー，
言語，文化，ビジネス，政治な
どの相違など。

中国
①森林資源
②成長市場に特化
③創業者の出身地域に参入
④港湾，物流拠点

内部化の優位性
（Internalization）

①契約の締結・更新に関わる費用
の軽減

②売却しようとする技術に関する
買い手の不確実性

③製品の利用や再販売に対する支
配の必要性

④価格の差別化，もしくは相互利
用の優位性

東南アジア→中国
散発的な輸出 →代理店経由の中国

輸出 → 販売子会社 → 生産
子会社

①製紙会社の設立
②林業会社
③不動産開発
④銀行の設立

出所：一般的な説明は，Rugman, Lecraw, and Booth（１９８５） p.１９。シナルマスは筆者作成
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Lowe,２００８）。
このモデルのもう一つの欠点は，外国直接投資の背後にある理由と，なぜそ

れが究極の市場操作としての有望なのか，なぜ企業が４つの発展段階に従うべ
き／従うべきなのかを議論していない。シナルマスの分析が深い分析とならな
かったのは，企業情報不足もあるが，これに起因するとも考えられる。

４．２ 技術開発とグローバリゼーション
過去２０年間で，電気通信，輸送，生産技術の進歩は計り知れない。技術開発

はグローバリゼーションの過程で最も影響を受けた要因であり，現代のビジネ
ス環境を変え，企業がこの変化に以前よりも迅速かつ適切に対応するための手
段を提供した。同時に，国際ビジネス（IB）環境の大きな変化を目の当たり
にしてきた。ドールとロウ（Doole and Lowe, ２００８）によると，中国，インド，
ブラジル，ロシアなどの新興経済国は，WTO，IMFおよび様々な貿易グルー
プや協定を通じて，国際貿易への障壁の削減だけでなく，国際貿易の主要な国
になりつつあり，他方では各文化が他の文化の影響によって浸透するにつれて
文化的脱領土化が増大していることに大きな影響を与えている。

急速な技術開発とグローバリゼーションは，国際ビジネスの分野に機会と課
題をもたらした。現代のビジネス環境におけるウプサラモデルを見ると，元の
モデルのさらなる欠陥が浮き彫りになる。例えば，元のモデルは，国際化プロ
セスを純粋に内部能力として見ており，グローバルな世界でより重要になって
いる市場の可能性や競争力などの外部要因を無視しており，場合によっては経
営上の意思決定における精神的な距離の要因を上書きすることさえあります。

ジョハンセンとバーレ（Johanson and Vahlne, １９９０）は，モデル化の解析
単位に制限はなく解釈に幅広い一般化を適用している。そのことにより

４．３ サービス産業の成長
サービス産業は，２００６年には，もはや米国の経済活動全体の約７０％を占め

（Service Annual Survey,２００６），EU-２７で約６０％を占め（Pekka ALAJÄÄSKÖ,
２００８），産業界で最も急成長している産業部門の１つとなっている。サービス
部門の重要性を考慮しながらも，ウプサラモデルを含むほとんどの国際ビジネ
ス研究は製造業に焦点を当てていた。リーンとアペル（Reihlen and Apel, ２００５）
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は，サービス部門を高度に知識集約的で，高学歴の人々によって提供され，
サービスを提供する専門家による高度なカスタマイズ，相互作用，裁量的努力
および個人的な判断を伴うと説明した。しかし，ウプサラモデルの主な分析対
象が製造業であるため，国際化プロセスにおけるサービス産業の行動を予測ま
たは記述できない。

４．４ ボーングローバル企業
ボーングローバル企業（BGC：Born Global Company）は市場知識は市場で

の活動（実験的知識）を通じて獲得できるとするウプサラモデルとは異なり迅速
に国際化している（Forsgren & Johanson,１９９２）。模倣または検索（Saarenketo
et al., ２００４）といった他の知識創造モードと組み合わせることをBGCは行って
いる。

スウェーデンとデンマークのエンジニア，ニクラス・ゼンストロームとヤヌ
ス・フリスが２００３年にVOIP社の「Skype」を始めた時のように，同社は非常
に早い段階から，アメリカンの金融とタリンとエストニアに拠点を置くソフト
ウェア開発者のチームを使用して，ルクセンブルクで会社を登録する際に国際
的な手段を使い始め，数ヶ月以内に同時に世界市場にサービスを拡大した。

BGCの国際化プロセスの傾向の変化は，ノルドストーム（Nordström，１９９０）
の主張のように，その世界がはるかに均質になり，その結果，「精神的な距離」
が減少したためかもしれない。

エンターテイメントや音楽業界ではヨーロッパやアメリカのアーティストな
どの国際化プロセスを目の当たりにしている。例えば，日本市場で作品を成功
裏にリリースし，リソースを取得して実験し，国内市場向けに作品を立ち上げ
ている。彼らは一般的な知識と特定の知識を区別している。

海外市場での運用に関するものは，ある市場から別の市場に簡単に移行でき
まる。特定の市場により特有な特別な知識は，当該市場での特定の活動に通用
するが他の市場で使用は困難である。

５ 結論：折衷パラダイムをどのように修正すべきかどうか

ウプサラモデルの特徴を踏まえたうえで，折衷パラダイムに修正の余地があ
るとするならば，その成立過程から前提に置いていない下記のような事柄であ
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ろう。
⑴ 静的な分析であり，動的な分析をどうするのか。

成長が著しい企業の分析の場合，１回限りの分析では無くて時代区分ご
との分析を要する

⑵ 直接投資を説明するものである。
その他の選択肢（輸出，ライセンシング，提携など）の説明をどうするか
そして，最近は，直接投資とその他の組み合わせを行う企業が出てきて

いる
⑶ Ｏ優位は必ずしも自前のものでなくてもＭ＆Ａで取得できる

そして，他企業との協力関係の中で学習効果によって取得できる。
⑷ また，子会社での蓄積でも可能である
⑸ ボーングローバル企業（BGC）のように経営資源が潤沢ではない企業

のＯ優位の位置づけ
⑹ 水平的多角化，垂直的多角化，それらの組み合わせをする企業の分析を

どうする
⑺ 創業者の起業家精神の影響をどのようにモデルに組み込むのか

６．ま と め

本論では，折衷パラダイム，LLLモデル，そしてウプセラモデルの成り立ち
から発展段階を概観した。さらに経済発展が目覚ましいASEAN諸国の華人企
業の特徴を紹介した。

華人企業を例にとり，ウプセラモデルと折衷パラダイムで分析を試みた。こ
のことでそれぞれの分析手法の特徴が少なからず把握できたのではなかろうか。

ここでケースバイケースとも言える地域特有の分析モデルで良いのか，さら
に最近の新しいトレンドである製造業以外の国際化やBGC（Born Global Com-
pany）を包含できそうな統合モデルが必要ではなかろうか。解消する試みと
して，高垣（２０１９）では「ダイナミックOLIサイクル」して提言している。実
証分析の事例の数が少ない状況であり，事例を増やして精緻なものにして行き
たい。
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